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◯松野委員 公明党福岡市議団を代表して、特別支援教育支援制度の充実について、新しい

福岡市道路整備アクションプラン策定に際して、以上２点について質問する。質問に先立ち、

27 年度の条例予算特別委員会で、特別支援学校の教室不足については学校教育法に基づき

設置義務のある福岡県としての責任を果たすよう、我が党も努力をするが本市も継続して

福岡県に対し働きかけ続けるよう要望していたが、これに対し市長も特別支援学校への視

察を行うといった対応により、今般、福岡県が糸島市や本市近郊に県立特別支援学校を新設

すると表明したことで本市の生徒の受け入れ枠も拡大するなど、まずは一歩前進で非常に

喜ばしいことであり、この間の市長、本市教育委員会などの関係各位の尽力には敬意を表す

る。今後も県教育委員会との連携をさらに深めるよう要望する。さて、特別支援教育支援員

制度の充実については、平成 18 年６月に学校教育法等が改正され、平成 19 年４月より障

がいのある児童生徒への教育の充実を図るため、小中学校等に在籍する教育上特別の支援

を必要とする発達障がいのある児童生徒に対して、特別支援教育を行うことが明確に位置

づけられた。小中学校においては、特別支援学級設置数の増加、18 年度より通級による指

導の対象となる障がい種別に、新たにＬＤ、ＡＤＨＤを加えたことなどにより、障がいのあ

る児童生徒数の増加に伴う受け入れニーズも増している。また、文部科学省の調査によれば

小中学校の通常の学級に在籍している児童生徒のうち、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症によ

り学習や生活面での特別の支援を要する児童生徒が約6.5％程度の割合で存在するという結

果が出ている。このような状況を踏まえ、文部科学省は障がいのある児童生徒のサポートを

行う特別支援教育支援員制度を立ち上げ、19 年度からようやく地方に財政措置を行うに至

った。さらに、平成 28 年４月から障害者差別解消法が施行され、その第５条に定める、行

政機関は必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、研修その他の必要な環境の整備に努め

なければならない旨の規定により、支援員等の人的配置も重要な環境を整備することにな

る。我が党では、障がい児と障がいのない子どもがともに学ぶことを目指すインクルーシブ

教育の支援体制を充実させるために、支援員の配置促進を掲げており、さらなる人的な整備

が必要だと感じている。そこで、本市における特別支援教育支援員制度の充実に向けた取り

組みについて、まず、27 年度の発達障がいがある児童生徒数及び特別支援教育支援員数、

配置に係る決算額について尋ねる。 

△教育長 27 年度の小中学校に在籍する発達障がいのある児童生徒数は 2,317 人で、特別

支援教育支援員等配置事業の決算額は、１億 4,876 万 3,000 円余である。 

◯松野委員 次に、発達障がいがある児童生徒数の過去５年間の推移についてはどうか。 

△教育長 過去５年間での推移は、24 年度 1,374 人、25 年度 1,656 人、26 年度 1,919 人、

27 年度 2,317 人、28 年度 2,387 人である。 

◯松野委員 ５年前と比較して 1,000 人以上も急激に増加しているが、特別支援教育支援

員の業務内容はどのようなものか。 



△教育長 主な業務としては、発達障がいのある児童生徒への学習活動上のサポートや安

全確保などである。 

◯松野委員 小中学校には、障がいのある児童生徒が多く在籍しているが、近年特に発達障

がいのある児童生徒が増加傾向にある。発達障がいのある児童生徒の多くは通常の学級に

在籍しており、35 人学級などの中でも教員の手が回らず、十分な配慮がされない状況もあ

ると聞いている。過去５年間に予算措置された支援員の人数は何人か。 

△教育長 過去５年間の支援員の予算上の配置人数は、24 年度 120 人、25 年度 150 人、26

年度 170 人、27 年度 170 人、28 年度 170 人である。 

◯松野委員 過去５年間で発達障がいのある児童数は 1,000 人以上増加しているが、それ

に対してここ３年間は支援員の配置数は 170 人のまま推移している。学校の配置希望数は

ふえていると聞いているが、５年間で 50 人分の予算増となっているものの、26 年度以降は

ふえていない。この点が問題であるが、どのように考えているか。 

△教育長 26 年度以降、予算措置した支援員の数は増加していないが、予算の執行状況を

踏まえ、希望する学校へ可能な限りの配置に努めている。 

◯松野委員 学校現場でさまざまな工夫をしながら、できるだけ不用額が出ないように人

を配置して工夫をしているとのことであるが、対象者の増加や障害者差別解消法で言う合

理的配慮の提供を考慮するならば、支援員の数は明らかに不足しており、さらなる増員を図

るべきではないか。 

△教育長 支援員の増員については、障がいのある児童生徒１人１人の状況に応じた適切

な支援が重要であることから、配置対象となる児童生徒数の推移や障がいの特性を踏まえ

検討していく。 

◯松野委員 特別支援教育支援員の増員を強く要望する。全国の政令指定都市の実態につ

いて独自に調査を行ったところ、政令指定都市の中でも、有償ボランティアなども含めて本

市が 170 人であるが、横浜市が 906 人、札幌市が 610 人、大阪市が 577 人、名古屋市が 362

人、京都市が 344 人、そして同じ人口規模の神戸市は 563 人と、その配置人数は本市を大

きく上回っている。また、勤務条件についても、賃金が日額 4,000 円以上で、市によっては

日額１万円程度のところもある。本市特別支援教育支援員の任用形態と勤務条件はどうな

っているのか。 

△教育長 支援員については、地方公務員法に基づく臨時的任用職員として任用しており、

勤務条件は、１日５時間週５日で 25 時間勤務、賃金は日額 3,945 円である。 

◯松野委員 非常に苦労が多い仕事にもかかわらず政令市の中でも本市は大変厳しい勤務

条件になっている。時給換算をすると、福岡県の最低賃金とほぼ同額、全国平均を下回って

おり、強く改善を要望しておく。任用期間はどうなっているのか。 

△教育長 任用期間は、全市的な臨時的任用職員の取り扱いと同様、２カ月以内の任用であ

る。 

◯松野委員 支援員が２カ月で交代すると、児童生徒の戸惑いも大きく、適切な支援を継続



することが困難であり、この点が非常に現場からのニーズが大きいところであり、同じ政令

市の浜松市では、任用形態は本市と同じ臨時的任用職員であるものの、既に学期単位での任

用となっている。支援員の人数を確保するため、児童生徒の適切な支援のためのあるべき姿

を考慮すれば、臨時的任用職員の任用形態は継続したとしても、せめて２カ月で交代する点

については改善すべきではないのか。 

△教育長 支援員の任用期間については、各学校から延長についての要望をうけており、障

がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律、いわゆる障害者差別解消法の趣旨や学

校現場の実情なども踏まえ、改善に向け検討を進める。 

◯松野委員 先日、本市の成人期の発達障がい者の就労支援を行う施設の会に参加をした

時のこと、５周年を向かえるその施設の 30 名位の卒業者が、市内の名だたる企業に３～４

年、継続して立派に勤務を続けており、その人たちが一言ずつ、本当に支援者のおかげで今

の自分たちがある、という趣旨の感謝の言葉を述べていたことに非常に感動した。また、同

時に自分たちと同じ悩みを抱えている人たちのために、ぜひこれからもがんばってほしい、

といったことを言っていた。発達障がい者は、周りが悩み苦しんでいることを理解できない

といった特徴を有しているが、障がい者である当事者はそのことが理解できないことで悩

んでいる、という思いがにじみ出る言葉であった。原因については諸説あるということだが、

専門的な支え方を行うことによっては立派に成長することを、非常に重要な点だと痛感し

た。発達障がいのある児童生徒が生き生きと学校生活を送るためには、支援員の役割は大変

大きく、学校と保護者双方からの改善要望も強い増員と任用期間の延長について、ぜひとも

前向きに検討されたい。本市の特別支援教育は、障がいのある児童生徒の多様な学びの場で

ある特別支援学校、特別支援学級、通級指導教室の設置率、あるいは福岡市特別支援教育連

携協議会の設置など、総合的に取り組んでおり、非常に評価も高いが、その中で、インクル

ーシブ教育を実際に支えている特別支援教育支援員制度が、児童生徒本人や保護者、そして

支援員にとって十分とは言えないのが大変残念である。自分を取り巻く環境が大きく、急激

に変化するという、その対応が一番苦手な発達障がいの生徒たちが落ち着いて学習に取り

組む環境づくりが大変重要である。また、障がいのある児童生徒をサポートする本制度の充

実は、障害者差別解消法の趣旨である教育環境の整備と合理的配慮の提供にもかなうもの

であり、ぜひとも本市こそ積極的に取り組むべきと切望する。県費教員の本市への所管がえ

を伴うこのときこそ、支援員制度拡充の好機と捉え、増員や勤務形態の改善に取り組まれた

い。この問題の最後に教育長の所見を尋ねる。 

△教育長 小中学校に在籍する発達障がいのある児童生徒は、１人１人異なる認知特性、行

動特性があり、それが原因で日常生活に大きな困難を抱えていることから、学習活動などに

おいて、より適切な教育的対応が求められている中、特別支援教育支援員を効果的に活用す

ることは、将来の自立や社会参加を実現するためにも必要かつ重要なことであると認識し

ており、今後とも特別支援教育支援員制度のさらなる充実に努める。 

◯松野委員 新しい福岡市道路整備アクションプランの策定に際して尋ねる。本市が総合



的な都市の魅力にあふれていることはさまざまな客観的評価が如実に物語っているが、今

後さらに人口増が見込まれる本市にとって、雇用の受け皿づくりや地場産業の振興策など、

新たな課題も同時に生まれ、市長を先頭に職員が一丸となり、都市機能の充実と向上を目指

している。他方、進展著しい高齢社会におけるまちづくりは、地域コミュニティと行政が一

体となった取り組みが加速しており、その代表的な事業が地域包括ケアであるが、地域住民

の役割をソフトとすれば、行政にしかできないのがハード整備である。地域住民がお互いを

支え合って健康寿命を伸ばし、可能な限り自立して社会参加するためにも、地域社会のバリ

アをさらに低くする必要がある。今回は、住民の暮らしの足元である生活道路と歩道につい

て尋ねていく。基本的なことであるが、道路認定上の区分にはどのような種類があるのか、

また、幹線道路と生活道路の定義とそれぞれの延長についてわかりやすく説明されたい。 

△道路下水道局長 道路の区分については、道路法で、高速自動車国道と一般国道を合わせ

た国道、県道及び市道に区分されている。国道は政令により指定、県道は県知事、市道は市

長がそれぞれ認定する。また、幹線道路と生活道路について、法による定義はないが、本市

においては都市の骨格をなす国道、県道及び一定規模以上の集落を結ぶ１級、２級市道を幹

線道路とし、延長は平成 28 年４月１日現在、約 802 キロメートルである。それ以外を生活

道路とし、延長は約 3,049 キロメートルである。 

◯松野委員 比較すれば、圧倒的に生活道路延長のほうが長い。次に、いわゆる幹線道路整

備と生活道路整備及び交通安全施設整備における 27 年度の決算額と国庫補助事業、本市に

よる単独事業の内訳、あわせて福岡市道路整備アクションプラン 2016 のうち、主な各数値

目標とその進捗率を尋ねる。 

△道路下水道局長 幹線道路整備における 27 年度決算額については 47 億 7,700 万円余、

そのうち国庫補助事業は 38 億 2,200 万円余で、単独事業は９億 5,400 万円余である。次に

生活道路では 25 億 8,700 万円余、そのうち国庫補助事業は 9,000 万円余で、単独事業は 24

億 9,700 万円余である。交通安全施設整備では 52 億 6300 万円余であり、そのうち国庫補

助事業は 22 億 4,900 万円余で、単独事業は 30 億 1,400 万円余である。次に、福岡市道路

整備アクションプラン 2016 に定めた主な成果指標の 28 年度末における目標及び 27 年度

末における進捗状況について、歩道フラット化の割合は 31％の目標に対し 27.9％で、主要

放射環状道路の整備率は 85.4％の目標に対し 85.3％となっている。 

◯松野委員 主要道路の整備目標が 85.4％なのに対し歩道のフラット化の目標は 31％であ

り、目標自体が大変低い。続いて、下水道整備の主要事業である浸水対策事業、改築更新事

業、合流式下水道の改善における 27 年度の決算額と、国庫補助事業と本市による単独事業

の内訳、あわせて下水道整備計画 2016 のうち、主な数値目標とその進捗率を尋ねる。 

△道路下水道局長 浸水対策事業における 27 年度決算額については 91 億 5,100 万円余、

そのうち国庫補助事業は 72 億 4,500 万円余、単独事業は 19 億 500 万円余である。老朽化

や地震対策などの改築更新事業では 114 億 2,300 万円余、そのうち国庫補助事業は 82 億

5,900 万円余、単独事業は 31 億 6,400 万円余であり、合流式下水道の改善事業では９億



7,100 万円余、そのうち国庫補助事業は６億 9,600 万円余、単独事業は２億 7,500 万円余と

なっている。次に、下水道整備計画 2016 における 28 年度末の主な数値目標及び 27 年度末

の進捗状況について、浸水対策における重点地区の整備完了数は 52 地区の目標に対し 49

地区が完了し進捗率は 94.2％、地震対策における管渠の耐震化延長は 57 キロメートルの目

標に対し 52.2 キロメートルで 91.6％、合流式下水道の改善における博多駅周辺地区の分流

化完了面積は、300 ヘクタールの目標に対し 253 ヘクタールで 84.3％となっている。 

◯松野委員 先ほどの道路整備の目標設定と進捗率と比べると下水道事業の方が目標が非

常に高く、進捗率も 90％内外であり遙かに進んでいる。では、実際に地域での市民生活は

どうなのか、27 年度現在、本市マスタープランにおける成果指標の中で、ユニバーサルデ

ザインの取り組みへの評価、健康に生活している高齢者の割合、障がいのある人が暮らしや

すいまちだと感じている市民の割合、それぞれについて本市の基本計画を策定した当時の

初期値と現状値との比較について尋ねる。 

△総務企画局長 成果指標については、まずユニバーサルデザインの取り組みへの評価で

は、初期値は 23 年度の 30.5％、現状値は 27 年度の 37.4％である。次に、健康に生活して

いる高齢者の割合では、初期値は 22 年度の 44.0％、現状値は 25 年度の 46.5％である。最

後に、障がいのある人が暮らしやすいまちだと感じている市民の割合については、初期値は

24 年度の 33.2％、現状値は 27 年度の 33.3％である。 

◯松野委員 評価が低いというよりは、むしろ生活現場の暮らしに関するニーズが依然と

して非常に高く、整備の進捗が停滞しているのではないか。社会資本整備のうち、道路整備

事業に対する国からの交付金事業の数と主な内容について、また、道路整備事業に対する国

費活用の考え方について尋ねる。 

△道路下水道局長 社会資本整備のうち道路整備事業に対する国からの交付金のメニュー

及びその数と概要については、道路の新設、改築、修繕または維持に関する事業に対する国

からの交付金は２種類あり、防災安全対策のために特に必要と認められる事業は防災安全

交付金事業、一般的な事業については社会資本整備総合交付金事業となっており、各自治体

が整備計画を策定し、国が交付金を交付する。本市の道路整備においては、防災、安全交付

金事業で目的別に三つの整備計画、社会資本整備総合交付金事業でも同じく目的別に三つ

の整備計画を道路下水道局が策定し、国費を活用した道路整備を行っている。次に、道路整

備事業における国費活用の考え方については、国が重点配分を行う通学路の安全対策や道

路施設の老朽化対策に加えて、幹線道路の整備や道路拡幅による歩道設置など、比較的規模

が大きな事業についても整備計画を策定し、国費を最大限活用できるよう努めている。 

◯松野委員 安全対策や防災については、国も真摯に取り組んでおり、本市としても力を入

れて国に対する働きかけを行っていることは理解できるが、先ほどの答弁のように、道路と

下水道では補助事業の割合など、事業費の確保に差があるが、その理由は何なのか。 

△道路下水道局長 道路事業については、基本的に市民税や固定資産税などの市税が財源

であることから、毎年の市の財政状況や国の動向を踏まえながら、選択と集中を行い、事業



を進めているが、下水道事業は、地方公営企業法を適用し、独立採算を原則とする企業会計

であり、４年間を計画期間とする財政収支計画に基づき、下水道使用料の徴収や公共下水道

事業債の活用など、事業に必要とする財源を適切に確保しながら、水処理センターなどの管

理運営を行うとともに、浸水対策事業などの施設整備を推進している。したがって、道路事

業と下水道事業は会計や財源などの事業の枠組みが異なり、一概に比較することは難しい。 

◯松野委員 下水道がより補助率が高いことを非難するわけではないが、料金収入がある

下水道整備とそうでない道路整備では事業費に差が生まれるということなのか。しかし、浸

水対策や下水道改築更新、そして幹線道路を含む基盤整備など、都市機能の向上には国の補

助金が活用できて、小規模で経済活動に直結していない生活道路整備は本市の一般財源や

起債による単独事業であることが、市民の暮らしのニーズが高い歩道の段差解消やフラッ

ト化を含む生活道路改善が進捗しない要因ではないか。 

△道路下水道局長 生活道路の整備については、現地の状況も踏まえた上で選択と集中を

行い、予算を効果的に活用するとともに、国費が活用できる事業については最大限国費を活

用するなどして整備推進に努めているところである。 

◯松野委員 昨年の決算特別委員会で、区役所の維持管理予算の積算根拠に関する質問に

対し、財政局長は要求上限の範囲内で見積もりを行うこととしたと答弁した。27 年度の道

路下水道局の要求上限額の決定はどこで決定され、財政局の調整額は道路下水道局の要求

額に対してどの程度だったのか非常に気になるところである。改めて 27 年度の予算編成の

仕組みを尋ねる。 

△財政局長 市民ニーズを的確に把握し、新たな課題に効果的、効率的に対応していくため、

市民ニーズや新たな課題に直接向き合う各局、区の権限と責任において、みずからの意思判

断に基づく自立的、能動的な経営資源の活用が求められることから、27 年度当初予算編成

に当たっては、各局、区において、自律的にビルド・アンド・スクラップに取り組み、優先

順位の最適化を図りながら、要求上限の範囲内で予算見積もりを行うこととしたものであ

る。 

◯松野委員 もっと具体的な検討過程が知りたいところである。少し角度を変えて、本市の

バリアフリーに関連した協議会の設置状況について、局別の名称と協議内容を尋ねる。 

△総務企画局長 総務企画局所管のバリアフリーに関連した協議会等について、まず、ユニ

バーサル都市・福岡の実現に向けた市の施策推進に関する助言や先進的な取り組みなどに

関する情報共有を行うため、市民や有識者等で構成するユニバーサル都市・福岡推進協議会

を設置している。また、ユニバーサルデザインの理念に基づく施策の推進やそのための全庁

的な連絡調整を行う本市職員で構成するユニバーサル都市・福岡推進本部を設置している。 

△保健福祉局長 保健福祉局では、全ての人が安全で快適に利用できるバリアフリーのま

ちづくりを推進するため、障がい者、高齢者などの利用当時者、学識経験者、交通事業者、

国、公安委員会、本市関係局など 27 人の委員で構成するバリアフリー推進協議会を設置し

ている。 



△道路下水道局長 道路下水道局では、新しい道路整備アクションプランの策定に当たり、

学識経験者や道路利用者などで構成する道路整備懇談会を設置し、道路のバリアフリーも

含む道路整備の基本的な考え方や施策などを議論している。 

◯松野委員 本市の中に四つの協議会があり、それぞれの協議の場において構成委員より、

バリアフリー化への多くの切実な要望の声が上がっているはずであるが、本市政策推進プ

ランでの歩道のフラット化の位置づけはどうなっているのか。 

△道路下水道局長 歩道のフラット化については、平成 25 年６月に策定された政策推進プ

ラン、施策１－１、ユニバーサルデザインの理念によるまちづくりにおいて、バリアフリー

のまちづくりの推進の中で、道路のバリアフリー化として重点事業に位置づけているとこ

ろである。 

◯松野委員 位置づけとしては一応重点事業ということであるが、それに照らして、次期の

道路整備アクションプラン策定に際し、歩道の段差解消、あるいは歩道のフラット化など、

道路のバリアフリー化は具体的にどのように位置づけられるのか。 

△道路下水道局長 道路のバリアフリー化については、道路整備アクションプラン 2016 に

おいて、ビジョンの一つであるユニバーサル都市・福岡を実現する道づくりの主要施策に位

置づけ、事業推進を図っている。現在策定中の新しい道路アクションプランにおいても、ユ

ニバーサル都市・福岡を実現する道づくりをビジョンの一つに掲げているところであり、そ

の実現のためにも道路のバリアフリー化は引き続き主な施策として取り組んでいく。 

◯松野委員 道路下水道局長は次期道路整備アクションプランに重点事業として位置づけ

て取り組むということであるが、同じ道路下水道局の下水道事業と道路整備事業について、

下水道整備については全体の８割が国庫補助事業であり、２割前後が本市の一般財源や起

債によるものとなっている。道路整備においても、幹線道路や交通安全施設整備については、

それぞれ６割から８割が国庫補助事業である。国庫補助を多く確保し活用するのは非常に

すばらしく、そこに向けて一生懸命頑張っている。問題なのは、生活道路については、全体

の事業費が 25 億 8,700 万円に対して国庫補助額が 9,000 万円で、全体の 96.5％が本市の一

般財源と起債等による単独事業とならざるを得ないことである。したがって、本市は非常に

大きく重要なプロジェクトを抱えていることから、それについてはできる限り国庫補助金

を獲得し、一般財源については個々の生活道路整備に充当されたい。都市機能の向上という

大きな事業は当然すべきことであるが、同時に生活道路整備についても粛々と実施する必

要がある。そうでないと、いつまでも地域の暮らしの足元の整備が都市の成長に追いついて

いかない。したがって、次期道路整備アクションプランに重点事業として位置づけるならば、

本市全体で財政面での配慮が欠かせないのではないか。所見を問う。 

△貞刈副市長 道路のバリアフリー化については、政策推進プランに掲げるユニバーサル

都市・福岡の推進を図るため、積極的に取り組みを進め、ユニバーサルデザインの理念によ

るまちづくりの実現を目指しているところである。今後とも限られた財源の効果的、効率的

な活用に向け、政策推進プランや道路整備アクションプランを踏まえ、投資の選択と集中を



図り、適切な財源配分に取り組んでいく。 

◯松野委員 これまで一貫して生活道路の改善や歩道のバリアフリーの推進について質問

を重ねてきたが、例えば、歩道の傾斜が厳しく車椅子ごと転倒しそうで怖い、車道が狭く歩

道の自転車走行が大変危険である、杖をついて歩くと歩道が段差だらけで歩きにくい、歩道

のバス停には座るベンチや日差しをよける上屋もなくとてもつらい、などといった日常の

相談事は、ほとんどの議員が市民より多数の要望を受けているはずである。健康寿命を伸ば

すため、地域の人々はさまざまは自助努力を行っているが、一歩外に出ると自分では避けよ

うがない危険と隣合わせでは、社会参加も容易ではなくなる。日本は世界に誇る長寿国とな

ったが、高齢者の年齢と幸福度が比例し、そして障がい者もより安心して社会参加できる社

会こそがユニバーサルデザインではないか。最後に、ユニバーサル都市・福岡構築への所見

を問う。 

△市長 本市では、みんなが優しい、みんなに優しいユニバーサル都市・福岡をまちづくり

の目標像として掲げて、市政の柱の一つとして進めており、その推進に当たっては、全ての

人の安全で快適な移動に資する歩道の新設や、段差解消などの道路のバリアフリー化など

ハードの取り組みとともに、助け合いの声が自然にかけあえるような心の広がりといった、

ソフトの面も非常に重要になると考えている。まちづくりを行っていく上で、ユニバーサル

都市・福岡の精神が市民全体に共有できるように、ソフト、ハード両面ともに確実に進めて

いきたい。 

 


